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１．農業水利施設の管理の状況

農業水利施設のストック

20

25

30

(兆円)

その他施設

基幹農業水利施設

5

10

15

20

16兆円

9兆円
8兆円

5兆円

0

S50.3まで S60.3ま
資料：農林水産省農村振興局調べ
注１:農業水利施設の再建設費ベ
注２:基幹水利施設は、受益面積

・管理主体別の施設数、延長

種目
管理主体 施設数 比率

ダム・頭首工等

国営造成施設の管理主体別施設

管理主体 施設数 比率
国 20 1

都道府県 302 16
市町村 377 21

土地改良区 1,087 60
その他 10 0
合計 1,796 100

・管理主体別の構成比（％）

＜ダム・頭首工等＞ ＜

国1.2%

都道府県

15.9%

その他

0.6%

市町村

18.7%

土地改良

区

63.6%

資料：農村振興局水利整備課施設管理

25兆円

14兆円

まで H14.3まで
べ
ベースによる評価算定。
100ha以上の農業水利施設である。

延長 比率

農業用用排水路

延長 比率
.1% 94km 0.4%
.8% 665km 2.9%
.0% 8,787km 38.2%
.5% 13,406km 58.3%
.6% 57km 0.2%
.0% 23,009km 100.0%

＜農業用用排水路＞
国

0.4%
都道府県

2.7%

その他

0.2%

市町村

36.3%土地改良区

60.4%

理室調べ（平成19年度末）
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２．農業を取り巻く状況

専兼業別農家数の推移と専業農家の占める

400

500

600

700

606

540

466

農家数（万戸）

100

200

300

400

16% 13%

34%

250

0

昭35 昭45 昭55

13%

農家数（万戸）

混住化の進行 （１農業集落当たり平均戸数

資料：農林水産省「農林業セン

100

150

200

250
非農家

農家

141

81

0

50

昭３５ 昭４５ 昭５５

64

60% 46%
23%

資料：農林水産省「農林業セン

225

30

35

40

農家・農村の高齢化（65歳以上人口）の進行

13.7
15.6

17.3
20

2

7.9 9.1 10.3
12

1

0

5

10

15

20

5

(%
)

S50 S55 S60 H2 H7

資料：農林水産省「農林業センサ
国立社会保障・人口問題

注：農家人口の2005年以降の数

る割合

第2種兼業農家

第1種兼業農家

専業農家

297

196
234

16% 18% 23%

平2 平12 平17

16% 18% 23%

数と農家の占める割合）

ンサス」

213

173

５ 平２ 平１２

16% 11%

ンサス」

24 7

28.6
30.6 31.3

33

26
27.8

35.6

行

24.7

4.5
17.4

22.5
19.9

H12 H17 H22 H27 H32 (年)

ス」、総務省「国勢調査」
研究所「日本の将来推計人口」（2002年１月)
値は、農林水産省による試算
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土地持ち

（現在）

30.3戸

農業構造の変化による平均的なイメージ（１集

その他の農家
18.5戸

土地持ち
非農家
8.6戸

注１：集落当たりの「農家戸数」及び「土地持ち非農家数」は、新た
戸数を、「農林業センサス」(H12)における全国の総農業集落数

注２：【主業農家】65才未満の農業従事60日以上の者がいる農家のう

主業農家
（65歳未満農業専従者あり）

3.2戸

注２：【主業農家】65才未満の農業従事60日以上の者がいる農家のう
注３：【効率的かつ安定的な農業経営】主たる従事者の年間労働時間
他産業従事者と遜色ない水準を保しうる生産性の高い営農を行う

200

我が国の農地の状況

農地面積の推移

50

100

150

200

5.6万ha(S4

609万ha(S36)：ピーク

農
地
の
拡
張
・
か
い
廃
面

-150

-100

-50

0

S31 36 41 46 51 56

11.3万ha(S46)

面
積
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千
h
a
／
年
）

資料：農林水産省「

S31 36 41 46 51 56

35.0 

40.0 

45.0 

万
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a
]

耕作放棄地面積

耕作放棄地率

耕作放棄地面積の推移

13.5

21.7
24
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4.8

5 0

10.0 
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放
棄
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[
万

資料：農林水産省

0.0 

5.0 

S60年 H2年 H7
注：耕作放棄地面積率は、耕作放棄地面積÷（経営

（概ね10年後）
26.1～31.5戸

集落当たり）

その他の農家

土地持ち
非農家

11.1～13.3戸

たな食料・農業・農村基本計画の「農業構造の展望」(H17.3)における各
（135,165集落）で除して算定（農業集落数の変動はないとの前提）。
うち農業所得が農外所得より多い農家

その他の農家
12.6～15.5戸

効率的かつ
安定的な農業経営
2.4～2.7戸

うち農業所得が農外所得より多い農家
間が他産業従事者と同等であり、主たる従事者１人当たりの生涯所得が
う経営

7 000

4,000

5,000

6,000

7,000
農地の拡張面積

農地のかい廃面積

農地面積

46)

465万ha(H19)

0.2万ha(H19)

農
地
面
積
の
推
移

0

1,000

2,000

3,000

61 H3 8 13 18

2.4万ha(H19)

（

千
h
a
）

「耕地及び作付面積統計」

61 H3 8 13 18

34.3

38.6

9.7
10.0 

12.0 

％
]

4.4

5.6

8.1

9.7

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

耕
作
放
棄
地
率
[
％

省「農林業センサス」

0.0 

7年 H12年 H17年
営耕地面積＋耕作放棄地面積）×100
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３．土地改良区をめぐる状況

食料・農業・農村基本法と土地改良区

【食料・農業・農村基本法の理念】

①食料の安定供給の確保
●良質な食料の合理的な
価格での安定供給
●国内農業生産の増大を
図ることを基本とし、輸
入と備蓄を適切に組み合

②多面的機能の
発揮
●国土の保全、水
源のかん養、自然
環境の保全、良好
な景観の形成 文 地入と備蓄を適切に組み合

わせ
●不測時の食料安全保障

な景観の形成、文
化の伝承 等

③国内農業の持続的発展
●農地、水、担い手等の生産要素の
確保と望ましい農業構造の確立
●自然循環機能の維持増進

地

農地と農

④農 村 の 振 興
農業の発展の基盤として
●農業の生産条件の整備
●生活環境の整備等福祉の向上

土地改良
の管理・ほ
事業

土地改良区数と土地改良区選任職員数の推

12 000
13,000
14,000 13,041
団体数

土地改良区数と土地改良区選任職員数の推

土地改良区数の推移

5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000

60 85 06

5,474

60 85 07

資料：農林水産省調べ

土地改良区と他の農業団体数との比較

区 分 農業委員会区　　　　分 農業委員会

根拠法 農業委員会等に関する法律 土地改良法
地区（区域） 市（区）町村 土地改良事
構成員 ・農業者から選挙により選出された委員　等 地区内の農

加入形態 － 強制加入
業務 ・農地法等に基づく法令業務

・構造政策の推進
・土地改良事

運営 ・市町村から独立した行政機関として運営 ・総会又は総
に基づき運
・組合員が運

国の支援等 助成あり（農業委員会交付金等） 運営費 の国の支援等 ・助成あり（農業委員会交付金等） ・運営費への
・税制上の特

団体の性格 行政委員会 公共組合
団体数 １，８４３（H18.10.1時点）

組 合 員

総会（又は総代会）

【土地改良区】

地域用水

役 員

監 事 理 事

監事会 理事会
・会計担当

・工事担当

・換地担当

・用排水

調整担当

委 員 会

運営委員会

工事委員会

換地委員会

用排水調整委員会

地域用水

業用水

事 務 局
庶務会計係

管理係

工事・換地係
事務局長

良施設
ほ場整備

推移推移

9 290
9,500
人

土地改良区選任職員数の推移

9,290

8,766

8,186

7,379
7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

'92 '96 '00 '04

年度
資料：全国土地改良事業団体連合会調べ資料：全国土地改良事業団体連合会調べ

土地改良区 農業協同組合土地改良区 農業協同組合

法 農業協同組合法
事業の施行地域 組合の定款において決定
農業者 （正組合員）地区内の農業者

（准組合員）地区内に居住する個人等
任意加入

事業及び附帯事業 ・営農指導
・販売、購買、信用、共済等の各種事業

総代会を最高議決機関とし、定款等
営
運営経費を負担（強制徴収）

・総会又は総代会を最高議決機関とし、定款等
に基づき運営
・賦課金、事業収益等により運営

の助成は無い 運営費 の助成は無い

4

の助成は無い
特例

・運営費への助成は無い
・税制上の特例
協同組合

５，４７４（H20.3.31時点） ８６７（H19.3.31時点）



４．事業の実施状況と取組の成果

国営造成施設管理体制整備促進事業（管理体

ブロック 地区数

北海道 ５８

実施地区数

北海道 ５８

東北 ５８

関東 ３５

北陸 ３０

東海 ８東海 ８

近畿 １４

中四国 ２２

九州 ２３

6

1

3
16

3

沖縄 ５

合計 ２５３

6

3

5

2

受益地面積別実施地区数

38
35

29

39

30

35

40

45

50
地区数

5

10

15

20

25

30

0
1,000未満 1,000～

2,000
2,000～
3,000

3,000～
4,000

１地区

体制整備型）の実施状況（平成２１年度）

58

5

5

12
16

9

1015

6

6

8
47

2

42

4

4

6
6

3

2

5

71

2

4

5

3

1

1

3

31

40

24

17

6,000～
8,000

4,000～
6,000

8,000～
10,000

10,000以上

区当たり受益面積（単位：ha） 5



これまでの国営事業によって形成されてきた優

●国営事業の実施により形成された

優良農業地域は

全国の耕地面積の１／３程度を占める。

計 うち田 うち畑

※1 平成19年度現在で農林水産省調べ。

※2 平成19年度現在で農村振興局調べ。

全国 465万ha※1 253万ha 212万ha

うち国営
156万ha
（34%）※2

93万ha
（37%）

63万ha
（30%）

石川
富山

信濃

阿賀

雄物・米

千曲

筑後川

山陽

山陰

加古川

淀川

九頭竜川

大隅

宮崎中部

南予

香川

徳島

紀の川

伊
佐賀西部

大隅 香川

●
主に水田

主に畑

水田と畑が同程度度

国営かんがい排水事業
実施地域

優良農業地域

石狩川

道北

網走

岩木川

渡島・檜山

後志

胆振・日高

十勝

根釧

阿武隈川

阿賀川

北上川

高瀬・馬淵川

山

濃川

賀野川

最上川

米代川

上越

曲川 北上川下流

利根川下流

霞ヶ浦周辺

那珂川

利根川中上流・荒川

鬼怒川

阿武隈川上越

伊勢平野

木曽川

矢作川

豊川

天竜川 大井川

富士川

さきしま

●優良農業地域の農業生産は

作付面積（千ha） 生産量（千t）

主要穀物の全国生産の４割から５割を占める。

作物名
対象地域 シェア 対象地域 シェア

水稲 630 38% 3,377 39%

麦類 137 52% 607 55%

大豆 58 42% 106 47%

市町村別の農林水産統計（H19)を元に農村振興局において推計
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事業の取組の成果 ― 事業によって発揮され

事業により発揮された多面的機能

良好な景観の形成

地域用水機能（防火・消流雪）

洪水防止

管理方法の改善内容

0% 10% 20% 30%

水質浄化・生物多様性保全

施設周辺環境の整備の強化

7%その他

操作方法の変更

施設の点検・見回り回数の増加

管理体制の強化内容

7%

0% 20%

その他

水管理組合等関連組織との連携強化

14%

13%

6%

13%

19%

NPO等の地域活動団体等の参加を促進

土地改良区の合併・統合

土地改良区の組織体制の再編

自治会等の既存組織との連携強化

管理方法の改善内容

4%
18%

0% 20%

その他

等 地域活動団体等 参加を促進

8%

12%

その他

広報誌等を活用した改良区のＰＲ活動

施設見学会等の行事の実施

農業水利施設への看板等の設置

資料 ： 農村振興局水利整備課施設管理室調べ（１期対策、Ｈ１６
農村振興局水資源課施設保全管理室調べ（２期対策、Ｈ２

13%
8%

0% 20%

その他

れた多面的機能等

66%

88%

66%

4%

59%

70%

70%

１期対策

２期対策
56%

54%

% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２期対策

82%
74%

31%

68%

82%

39%

36%

55%

１期対策

２期対策

40% 60% 80% 100%

35%

33%

49%

64%
29%

１期対策

２期対策

49%

40% 60% 80% 100%

78%

68%

65%

61%

59%

78%

１期対策

２期対策

年度） ※ ： Ｈ１６年度は、２６７地区を対象にアンケート調査を実施
２０年度） Ｈ２０年度は、２５３地区を対象にアンケート調査を実施

40% 60% 80% 100%

２期対策
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事業の取組の成果 ― 管理体制の強化に向

管理体制の強化に向けた取組の達成状況

68%

560%

80%

100% ①管理水準の向上

0%

20%

40%

4割

100% ②管理体制の強化

目標の４割以上を達
成した地区の割合

目標の６割
成した地区

63%

4
40%

60%

80%

100% ②管理体制の強化

0%

20%

4割 6

100% ③協定の締結

目標の４割以上を達
成した地区の割合

目標の６割
成した地区

47%
35

20%

40%

60%

80%

0%

20%

4割 6割

100% ④新たな組織化

目標の４割以上を達
成した地区の割合

目標の６割
成した地区

47%
3

20%

40%

60%

80%

0%
4割 6

資料：農村振興局水資源課施設保全管理

目標の４割以上を達
成した地区の割合

目標の６割
成した地区

向けた取組の状況

53%

33%33%

6割 8割割以上を達
区の割合

目標の８割以上を達
成した地区の割合

44%

31%

6割 8割割以上を達
区の割合

目標の８割以上を達
成した地区の割合

5%

13%13%

割 8割割以上を達
区の割合

目標の８割以上を達
成した地区の割合

5%
28%

6割 8割

8理室調べ（平成２０年度）

割以上を達
区の割合

目標の８割以上を達
成した地区の割合



事業の取組の成果 ― 協定の締結状況

400

各年度に締結された協定の件数

200

250

300

350

協定数

0

50

100

150

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１

消防

8%

地元企業

4%

学校・ＰＴＡ

3%
そ

協定締結先の内訳

非営利団体

14%

水利組合

10%

全施設
（１８ ８

協定の締結を目標としている施設

（１８，８

目標を設定した施設の達成状況

目標
（２

目標を設定した施設の達成状況

資料：農村振興局水資源課施設保全管理室調べ（平成２０

５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

年度

の他

7%

年度

自治会・集落

54%

設数
８８８）

目標を設定している施設
１４%（２，７１１施設）

８８８）

標施設数
２，７１１）

目標が達成された施設
４５％ （１，２５５施設）

０年度） 9



土地改良区を対象としたアンケート調査の結果

地域住民へのＰＲ活動

○管理体制整備推進協議会の活動として行った取組

農業水利施設に関する地域住民アンケート実施

広報誌等を活用した改良区のＰＲ活動

農業水利施設への看板等の設置

施設見学会等のイベントの実施

地域住民が参加する管理活動の実施

○上記取組の結果として、実感できる成果

57(12

0 10

その他

ゴミの不法投棄が減少するなど、地域の

施設管理に対する意識が向上した

地域住民が施設管理に参加してくれるようになった

地域住民の管理参画へ向けた取組

26(5.7

0 50

あまり成果は上がっていない

土地改良区の活動内容が評価されるようになった

土地改良区の存在が地域で認知されるようになった

○既存組織の強化・連携等体制を整備するために行った働きかけ

63(17.8%

55(15.6%)

65(18.4%

回覧板、広報誌等を通じて、広く管理への参加を呼びかけ

市町村を通して、関係機関に管理参画を依頼

企業、ＮＰＯ、学校等の団体に直接働きかけ、管理参加を依頼

地域の寄り合いなどに参加し、住民に直接参加を呼びかけ

自治会の役員など、地域の世話人に地域ぐるみの参加を依頼

○地域住民が参加する清掃活動への延べ参加人数

15(4.2%)

(

0 50 100

その他

68,842
90,000

120,000

継続的な地域参画

45,733
56,129

0

30,000

60,000

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４

○地域住民の管理参画に向けて 新たに立ち上げた組織

48(10.4%)

19(4.1%)

99(2

56(12.2%)

その他

新たな組織の立ち上げは行っていない

ＮＰＯや都市部の住民が新たに参画するための組織を立ち上げた

施設周辺の非農家を含めた組織を立ち上げた

水利組合、集落組織等の農家による組織を立ち上げた

○地域住民の管理参画に向けて、新たに立ち上げた組織

0 100

果（平成２０年度実施）

212(46.1%)

298(64.8%)

267(58.0%)

285(62.0%)

270(58.7%)

2.4%)

00 200 300 400

188(40.9%)

215(46.7%)

7%)

214(46.5%)

352(76.5%)

100 150 200 250 300 350 400

け

%)

157(44.5%)

%)

267(75.6%)

)

0 150 200 250 300 350

74,893 75,191 79,554 86,086
93,790

101,181

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

271(58.9%)

21.5%)

200 300 400

10



地域や行政内部の意識の変化

行政（地方公共団体）を対象としたアンケート調

○施設の存在や多面的機能に関する地域住民の理解が深まった

10 0%

75.0%

10.0%

道県

19 2%

5.1%

③

②

①

市町

○行政内部で本事業の活動に対する理解は深まったか

5.0%

0.0%

10.0%

0.0%20.0%40.0%60.0%80.0%

8.1%

0.5%

19.2%

0.0% 20.0% 4

⑤

④

③

2.5%

2.5%

62.5%

32.5%

道県

1.9%

7.0%

17.6%

④

③

②

①

市町

0.0%

0.0%20.0%40.0%60.0%80.0%

7.3%

0.0% 20.0% 4

⑤

土地改良区に対する今後の支援

0.0%

32.5%

55.0%

道県

4.9%

12.7%

③

②

①

市町村

○平成２２年度以降の、本事業のあり方

今後の土地改良区に対する支援のあり方

12.5%

0.0%

0.0%20.0%40.0%60.0%80.0%

7.0%

14.6%

0.0% 20.0% 40.0

⑤

④

③

30 0%

27.5%

0.0%

7.5%

12.5%

道県

3.0%

5.4%

3.0%

⑤

④

③

②

①

市町村

22.5%

30.0%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%

7.3%

0.0% 10.0% 20.0%

⑥

⑤

調査の結果（平成２０年度実施）

と感じるか

凡 例 道県 市町村

①強く感じる 4 19

②どちらかと言えば感じる 30 244

回答地区数

66.1%

町村

③あまり感じない 4 71

④全く感じない 0 2

⑤どちらでもない 2 30

40.0% 60.0% 80.0%

凡 例 道県 市町村

①大いに深まった 13 65

②少しは深まった 25 240

③以前と比べてあまり変
わらない

1 26

④以前と比べて全く変わら
な

1 7

回答地区数

65.0%

町村

ない
1 7

⑤どちらでもない 0 27

40.0% 60.0% 80.0%

凡 例 道県 市町村

①引き続き実施すべき 22 223

②一部事業を見直した上で継
続すべき

13 47

③効果が薄いのでやめるべき 0 18

回答地区数

60.4%

村

回答地区数

③効果が薄いのでやめるべき 0 18

④分からない 0 54

⑤その他 5 26

0% 60.0% 80.0%

凡 例 道県 市町村

①維持管理助成を新たに行う 5 11

②既に行っている維持管理助成
を増額する

3 20

③職員の派遣等による人的支援
を行う

0 11

④支援は財政的に難しい状況で
ある

11 156
37 4%

42.3%

村

11

ある

⑤これ以上の追加的な支援は考
えていない

12 138

⑥その他 9 27

37.4%

30.0% 40.0% 50.0%



地域住民を対象としたアンケート調査の結果

農業水利施設に対する意識の変化

○地域の農業水利施設が国（県）営事業で整備されたことに
対する認識

79.5%
10.5%

10.0%
働きかけ

た地域

（Ａ区域）

①以前から知っている

68.9% 12.4%18.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

それ以外

（Ｂ区域）

②最近（ここ５年くらい）

知るようになった

③知らない

69.9% 21.8% 8.3%
働きかけ

た地域

（Ａ区域）
①以前から知っている

②最近（ここ５年くらい）

知るようにな た

○土地改良区という団体（名称）を知っているか

65.5% 18.9% 15.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

それ以外

（Ｂ区域）

知るようになった

③知らない

○土地改良区主催の清掃活動などに参加したことがあるか

地域住民の管理への参画

①参加したことがある

42.1%

61.3%

8.0%

7.9%

16.6%

13.7%

33.2%

17.2%

それ以外

（Ｂ区域）

働きかけ

た地域

（Ａ区域）

①参加したことがある

②家族が参加したことが

ある

③イベントの存在は知っ

いたが、参加はしていな

④イベントの存在自体を

聞いたことがない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（平成２０年度実施）

○施設の維持管理費用を農家が負担していることに
対する認識

77.3%
14.3%

8.4%
働きかけ

た地域

（Ａ区域）
①以前から知っている

69.9% 11.5% 18.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

それ以外

（Ｂ区域）

（Ａ区域）

②最近（ここ５年くらい）

知るようになった

③知らない

61.6% 22.9% 15.5%

働きかけ

た地域

（Ａ区域）
①以前から知っている

○土地改良区が行う仕事の内容を知っているか

55.6% 18.4% 26.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

それ以外

（Ｂ区域）

②最近（ここ５年くらい）

知るようになった

③知らない

○農業水利施設の維持管理活動に参加してみたいか

が

って

ない

を
21.3%

29.0%

37.2%

40.3%

25.2%

21.0%

16.3%

9.7%

それ以外

（Ｂ区域）

働きかけ

た地域

（Ａ区域）

①参加したいと思

う

②頼まれれば参加

する

③自治会活動なら

ば参加する

④参加したくない

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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５．国営造成施設の管理をめぐる最

担い手への農地集積と維持管理活動の関係

複数の水利系統への

【施策の方向】 【施策に伴う維持管理の懸念】

構造政策に伴う施設管理への影響

○資

（担

担い手への農地集積

複数の水利系統への
賦役に参加しなけれ
ばならない担い手へ
の過度な負担

土地持ち非農家の賦
役参加への意欲低下

参

農

○問

担い手へ施策重点化

担い手農家以外に
とっては、水利施設
の維持管理への負担
が重く感じられる

※ア

そ

農

離

出

※ア

250 0

300.0 

担い手が経営する農地面積（万ha）

全耕地面積に占める割合

農地の利用集積の状況

86

102
113

123
130 134

140

100 0

150.0 

200.0 

250.0 

農
地
面
積
[万
ha
]

86

17
20

23
25 27 28 2

0.0 

50.0 

100.0 

H7年 H8年 H9年 H10年 H11年 H12年 H13年

資料：農林水産省調べ 及び ｢集落営農実態調査資料：農林水産省調べ 及び ｢集落営農実態調査
注：担い手とは以下の者をいう。
① 認定農業者（特定農業法人含む）
② 市町村基本構想の水準到達者
③ 特定農業団体（平成15年度から）
④ 集落内の営農を一括管理・運営している

最近の状況

《現在》

問題

なし

問題

あり

1%

《10年後》

問題問題

問題あり

81%

問題なし

19%

資源保全活動に関して担い手が抱える課題

担い手農家に対するアンケート）

問題あり

41%
問題なし
なし

59%

41%
問題

あり

問題

あり

81%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

参加者減による

担い手の負担増大

農作業に手一杯で

59%

問題ありとした場合の内訳

資料：平成16年度農村振興局調べ

（48地区調査）

アンケートにおける担い手農家の定義：

現在

10年後
その他

農作業 手 杯

保全活動参加困難

離れた農地の

保全活動が不十分

出作によるトラブル発生

資料：平成16年度農村振興局調べ

（48地区調査） ８
※複数回答あり

アンケートにおける担い手農家の定義：

①認定農業者

②経営等農用地面積が3.5ha以上で、16歳以上65歳未満の農業者

③常時従業者1人あたり3.5ha以上の農業生産法人

④オペレーター1人あたりの作業面積が3.5ha以上で、16歳以上65歳未満の農業
従事者がいる生産組織

⑤農業経営基盤強化促進法第23条第4項に定める特定農業団体（集落営農の場
合）

のいずれかに該当するもののいずれかに該当するもの。

90.0 

100.0 

148
156

165

181

198
210

38

42
45

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

割
合
[％
]

29
31

33
35 38

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年

(平成17年度から)｣ ｢耕地面積統計｣
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気候変動（異常気象）による農業への影響

水稲：収量の変化

2060年代に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、潜在的な収量が北海
道では13％増加、東北以南では8‐15％減少する。

水稲：収量の変化

出典：石郷岡・横沢・鳥谷・後藤（2001）：温暖化が日本の水稲栽培
の潜在的特性に及ぼすインパクト、地球環境Vol.6 No.2、141
～148

気候登熱量示

（潜在的な収
kg/10a）

気候変動によるリスクの拡大

1時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
・1時間降水量の年間発生回数
・全国約1300地点のアメダスより
・1000地点あたりの回数としてい1時間降水量50mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）

間
発
生
回
数
（
10

00
地
点
あ
た
り
）

1998～2007平均

238回

1988～1997平均

177回1976～1987平均

162回

1時間降水量80mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
・1時間降水量の年間発生回
・全国約1300地点のアメダス
・1000地点あたりの回数とし

年
間

年
間
発
生
回
数
（
10

00
地
点
あ
た
り
）

1976～1987平均

10.3回

1988～1997平均

11.1回
1998～2007平均

18.5回

資料：気候変動監視レポート2007 平成20年気象庁

水資源の不足

九州の水田域に対し、温暖化シナリオを当てはめると、2030年代８月期の
潜在的な水資源量は現在よりも約30mm減少（蒸発散量が現在よりも約20％
増加）と予測される。国内の全水使用料の６割は水田用水が占めていること
を踏まえると、水田からの蒸発散量の動向は、地域の水資源へも影響する。

水資源の不足

＜2030年代の８月に潜在的な水不足が想定される水田地域＞

現在（平年値） 2030年代現在（平年値） 2030年代

出典：丸山篤志（2006）：温暖化による九州の水田水資源の変化を予測
（九州沖縄農研センターwww）

示数

収量、
水資源量
（mm）

参考：農林水産省地球温暖化対策総合戦略

日降水量200mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
・1時間降水量の年間発生回数
・全国約1300地点のアメダスより集計
・1000地点あたりの回数としている

り集計
る

年
間
発
生
回
数
（
10

00
地
点
あ
た
り
）

1976～1987平均

120回

1988～1997平均

150回
1998～2007平均

184回

日降水量400mm以上の年間発生回数（1000地点あたり）
・1時間降水量の年間発生回数
・全国約1300地点のアメダスより集計
・1000地点あたりの回数としている

年

回数
スより集計
している

年
間
発
生
回
数
（
10

00
地
点
あ
た
り
）

1976～1987平均

4.5回

1988～1997平均

5.5回

1998～2007平均

11.3回

年
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気候変動影響アンケート結果の概要

作物被害

22% 26% 52%回答率

被 害

発生 懸念 懸念なし

新たな品種導入

作期の移動

有効

作物被害

0% 20% 40% 60% 80% 100%
0% 2

掛け流しなど

集中豪雨

被 害
有効

46% 32% 22%回答率

被 害

発生 懸念 懸念なし

施設能力点検

操作方法見直し

気象情報精度

施設改修

管理体制変更

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 2

渇水

被 害

発生 懸念 懸念なし

有効

30% 37% 33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答率

発生 懸念 懸念なし

0% 20

施設改修

反復利用ポンプ

取水放流制限

番水等用水管理

水質悪化

被 害

発生 懸念 懸念なし
管理作業の強化

有

33% 25% 42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答率

0% 20

施設等設置

用水確保

国営事業に関連した土地改良区（連合)３１８地区を対
被害発生地区は、作物被害５９地区、集中豪雨１２６

資料：農村振興局水資源課

72%

75%

効な対策
回答率

37%

37%

水路取水施設

等改良

水管理システム

の設置改良

ハードの要望
回答率

63%

0% 40% 60% 80% 100%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

反復利用ポンプ

効な対策
回答率

52%

47%

62%

71%

72%

回答率

50%

68%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

観測機器・水管理

システムの整備

施設の改修・

部分補修

ハードの要望
回答率

0% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

効な対策
回答率

ハードの要望
回答率

54%

59%

70%

87%

% 40% 60% 80% 100%

40%

50%

61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

反復利用ポンプ

用水施設の

効率化整備

水管理システム

の設置改良

95%

有効な対策
回答率

60%
用排水施設

整備

ハードの要望
回答率

52%

67%

% 40% 60% 80% 100%

19%

56%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

カバープランツ

の植栽

スクリーンや浄化

施設等の設置

の整備

対象にアンケート調査を実施。（有効回答数２７４地区）
地区、渇水８２地区、水質悪化８９地区。

施設保全管理室調べ（平成２０年度）

15



気候変動影響のアンケート結果（参考）

被害 発生状況 対策実施項目

取組割合(うち十分実
施)

制約要

作物被害

発生22％
懸念26%

作期移動・
54%(23%)

水利権

予算不
31%懸念26% 31%
高度な
16%

掛け流しなど・
42%(15%)

新品種導入・
22%(6%)

集中豪雨

発生

近年発生
21%

体制変更・
69%(18%)

予算不
53%発生46％

懸念32%

21%
増加傾向
59%
変わらず
20%

69%(18%) 53%
河川協
37%
高度な
29%

操作変更・
36%(27%)

気象情報・
35%(17%)

施設点検・
17%(16%)

施設改修・6%(13%)

渇水

発生30％
懸念37%

近年発生
9%
増加傾向

番水等・73%(41%) 予算不
40%
水利権取水放流制限

懸念37% 増加傾向
67%
変わらず
24%

水利権

高度な
30%
人員不
27%

66%(37%)

反復ポンプ・
39%(35%)

施設改修・23%(0%)

水源確保・9%(7%)( )

水質悪化

発生33％
懸念25%

近年発生
13%
増加傾向
72%
変わらず
15%

管理強化・
88%(17%)

予算不
63%
技術的
35%
人員不
26%

用水確保・
29%(18%)

施設等設置・施設等設置
18%(0%)

国営事業に関連した土地改良区（連合)３１８地区を対国営事業 関連 地改良区（連合) 地区を対
被害発生地区は、作物被害５９地区、集中豪雨１２６

資料：農村振興局水資源課

要因 有効な対策 ハードの要望

権29%
不足

作期の移動75%
新たな品種導入72%
掛け流しなど63%

水管理システムの設置改良
37%
水路・取水施設等改良37%

な技術

掛け流しなど63% 水路・取水施設等改良37%
反復利用ポンプ17%

不足 管理体制変更72%
施設改修

施設の改修・部分補修68%

協議

な技術

施設改修71%
気象情報精度62%
操作方法見直し47%
施設能力点検52%

観測機器・水管理システムの
整備50%

不足

権35%

番水等用水管理
87%
取水放流制限70%

水管理システムの設置改良
61%
用水施設の効率化整備50%権35%

な技術

不足

取水放流制限70%
反復利用ポンプ59%
施設改修54%

用水施設の効率化整備50%
反復利用ポンプ40%

不足

的検討

不足

管理作業の強化
95%
用水確保67%
施設等設置52%

用排水施設の整備60%
スクリーンや浄化施設等の設
置56%
カバープランツの植栽19%

対象にアンケート調査を実施。（有効回答数２７４地区）対象 ア ケ 調査を実施。（有効回答数 地区）
地区、渇水８２地区、水質悪化８９地区。

施設保全管理室調べ（平成２０年度）
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環境配慮に対する期待の高まり

農村環境に対する国民の意識

○農業・農村の関わりに関する意識

レジャーや体験のため、農村地域を旅行したい

安全な農産物を直接購入したい

農村地域でのんびりとした時間を過ごしてみたい

農村地域で、新鮮でおいしい食べ物などを楽しみたい

新鮮な空気などに触れて心身をリフレッシュさせたい

0 10 20

市民農園などで、家庭菜園をしてみたい

農家の人たちと気軽に交流したい

子どもや孫に農業や農村を体験させたい

都市と農村を行き来するような生活をしてみたい

レジャ や体験のため、農村地域を旅行したい

○学校における子どもの農業・農村体験学習

（わ

（どちらと

（取組むべきでない）

（どちらかといえば、
取組まない）

1.8

1.2

4.4

3.8

88.8％

農林水産施策における新たな環境戦略

農林水産省 生物多

生物多様性保全を重視

農林水産業及び生物多

多様な主体、地域の創

◆基本的な方針

多様な主体、地域の創

地球環境の保全への貢

田園地域・里地里山の

◆各地域での取組み

・有機農業をはじめと

（冬期湛水による生

・生物多様性に配慮

地球環境保全への貢献

生物多様性指標の開発

・国際協力の推進、砂
・水資源の持続的利用

・農林水産業の影響

生物多様性に配慮

(環境との調和に配

森・川・海を通じた生物

遺伝資源の保全と持続

農林水産業の影響

24 6

35.7

44.6

56.6

61.6

21.8

22.3

22.9

22.9

24.6

30 40 50 60 70

資料：（財）都市農山漁村交流活性化機構「交流意向調査」
注：首都圏30km圏内に居住する40歳以上70歳未満の男女850人を対象と

[％]

わからない）

もいえない）

・取組むべき

・どちらかというと取組むべき

は 約９割

注：首都圏30km圏内に居住する40歳以上70歳未満の男女850人を対象と
した調査 （回収率93.2%、2006年）

は、約９割

資料：内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」

注：全国20歳以上の男女3,000人を対象として実施（回収率58.2％、2006年）

多様性戦略（H19.7）

視した施策の推進

多様性への理解の促進

創意工夫創意 夫

貢献

保全

とする環境保全型農業の推進

生物多様性保全） 等

した生産基盤整備

献

発

砂漠化防止、
用、地球温暖化対策

指標、生物多様性指標

した生産基盤整備

配慮した水路) 等

多様性保全の推進

続可能な利用の推進 等

指標、生物多様性指標
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市町村合併に伴う農政推進体制の状況

3,000 

3,500 
3,232

2

3,132

市町村数の推移

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

0 

500 

1  2  3  4  5  6 H11
3/31

H12
3/31

H13
3/31

H14
3/31

H16
3/31

H15
3/31

H
3

Ⅰ期対策管理体制整備型

資料：総務省調べ

市町村定員の変化

一般行政職員

400 500 600

37 (80.4%)
46農林水産関係職員

民政関係職員

0 50 100 150

市町村予算の変化

資料：農林水産省調べ

300,000 400,000 50

普通会計

福祉関係経費

資料：農林水産省調べ

11,559 (68.9%)
16,766

0 50,000 100

農業関係経費

,521

村

町

1,777
1,765（予定）

7  8  9  10  11  12 

町

市

H17
3/31

H18
3/31

H19
3/31

H20
3/31

H21
3/31

H22
3/31

Ⅱ期対策

756 (92.6%)
816 H13.4.1

H18 4 1
700 800

H18.4.1

220 (92.8%)
237

H13.4.1

H18.4.1

[千人]

200 250 [千人]

※（ ）内は対H13年比

490,607(95.9%)
511,610

00,000 600,000

H12年度予算 （決算額）

H17年度予算 （決算額）

128,135(122.6%)
104,547

H12年度予算 （決算額）

[億円]

18
0,000 150,000

H12年度予算 （決算額）

H17年度予算 （決算額）

[億円]

※（ ）内は対H12年度比



施設管理に対する市町村合併の影響

市町村合

わからな

い

37%

土地改良区運

市町村合併により考えられる
改良区運営 の影響の内容

職員の応

援

％

農業施策

推進の連

その他

4.9％

改良区運営への影響の内容

24.1％
事務所の

貸与

5.8％

維持管理

助成

41.4％

推進の連

携

23.8％

資料：平成17年全国土

合併による

影響あり

27.2%

運営への影響

影響なし

35.8%

市町村合併の影響をなくすために
改良区が行う取り組み

広域市町

村内で合

併を推進
広域市町

村内で協

その他

6.2％

改良区が行う取り組み

26.8％

旧市町村

単位で合

併を推進

35.2％

村内で協

議会を設

立

31.9％

地改良事業団体連合会調べ
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